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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ノズル、該ノズルに連通して液体を収容する圧力室、及び該圧力室と対向するように配
置された圧電素子を備える、液滴吐出ヘッドと、
　前記圧電素子を駆動する、基準電位から電位が変化する駆動波形を生成する駆動波形生
成部と、
　前記圧電素子の駆動後に前記圧力室内に発生する残留振動波形の電位と、前記駆動波形
の前記基準電位より高い第１の閾値との大小関係を検出する検出部と、
　前記検出した大小関係に基づいて前記ノズルもしくは前記圧力室が異常状態かどうかを
判定する状態判定部と、を備え、
　前記状態判定部は、前記圧電素子を圧縮または伸長させる駆動を行った後から、前記ノ
ズルのメニスカス固有振動周期未満の期間後の検出時刻に、前記検出部が検出した前記残
留振動波形の電位を読み込み、前記ノズルの状態を判定する
　液滴吐出装置。
【請求項２】
　前記駆動波形は、少なくとも前記圧電素子を圧縮させ前記圧力室を膨張させるように前
記基準電位から電圧を立ち下げる立ち下がり波形要素、前記立ち下がった電圧を保持する
保持波形要素、前記圧電素子を伸長させ前記圧力室を収縮させるように前記保持された電
位から前記基準電位まで電圧を立ち上げる立ち上がり波形要素を含む、
　請求項１に記載の液滴吐出装置。
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【請求項３】
　前記状態判定部は、前記駆動波形の前記立ち上がり波形要素が前記基準電位へ立ち上が
った後から、前記ノズルのメニスカス固有振動周期未満の所定期間マスクし、マスク期間
後の前記検出時刻に、前記検出部が検出した前記残留振動波形の電位を読み込み、
　前記状態判定部は、前記マスク期間後の前記検出時刻において、前記ノズルの状態を判
定する、
　請求項２に記載の液滴吐出装置。
【請求項４】
　前記液滴吐出装置には複数のノズルが備えられ、
　前記状態判定部が設定する前記マスク期間は、前記液滴吐出ヘッドに設けられた前記複
数のノズルのメニスカス固有振動周期の最短の周期未満である、
　請求項３に記載の液滴吐出装置。
【請求項５】
　前記状態判定部は、前記検出部が検出した前記残留振動波形の電位が前記第１の閾値よ
りも高いときは前記ノズルもしくは圧力室が正常状態であると判定し、前記残留振動波形
の電位が前記第１の閾値以下であるときは前記ノズルもしくは圧力室が異常状態であると
判定する、
　請求項１～４のいずれか一項に記載の液滴吐出装置。
【請求項６】
　前記検出部は、前記圧電素子の駆動後に前記圧力室内に発生する残留振動波形の電位と
、前記第１の閾値とを比較する第１の比較手段を備える、
　請求項１～５のいずれか一項に記載の液滴吐出装置。
【請求項７】
　前記液滴吐出装置には、複数のノズル、該複数のノズルに夫々連通して液体を収容する
複数の圧力室、及び該圧力室と対向するように配置された複数の圧電素子が設けられ、
　前記検出部は、検知される各圧電素子をそれぞれ選択可能な切替部を含む、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の液滴吐出装置。
【請求項８】
　前記液滴吐出装置には、複数のノズル、該複数のノズルに夫々連通して液体を収容する
複数の圧力室、及び該圧力室と対向するように配置された複数の圧電素子が設けられ、
　前記検出部は、前記複数の圧電素子と、夫々対応するように同数設けられている、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の液滴吐出装置。
【請求項９】
　前記検出部は、前記第１の閾値と前記検出した電位との大小関係、及び前記基準電位よ
りも低い電位である第２の閾値との前記検出した電位との大小関係を検出し、
　前記状態判定部は、前記検出部が検出した前記残留振動波形の電位が前記第１の閾値よ
りも高いときは前記ノズルが正常状態であると判定し、前記残留振動波形の電位が前記第
１の閾値以下であり前記第２の閾値よりも高いときは、前記ノズルが乾燥しているもしく
は前記圧力室内の液体が増粘している乾燥・増粘状態であると判定し、前記残留振動波形
の電位が前記第２の閾値以下であるときは前記圧力室が気泡混入状態であると判定する、
　請求項１～４、６～８のいずれか一項に記載の液滴吐出装置。
【請求項１０】
　前記検出部は、前記圧電素子の駆動後に前記圧力室内に発生する残留振動波形の電位と
、前記第２の閾値とを比較する第２の比較手段を備える、
　請求項９に記載の液滴吐出装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか一項に記載の液滴吐出装置を備える画像形成装置であって、
　前記状態判定部で判定したノズルの状態に応じて、回復処理を実行して前記ノズルもし
くは前記圧力室の液体の状態を回復させる、
　画像形成装置。
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【請求項１２】
　前記回復処理は、印刷中に、前記駆動波形よりも振幅の大きい回復波形を前記圧電素子
へ印加し、前記ノズルから増粘した液滴を排出させて前記ノズルもしくは前記圧力室内の
液体の状態を回復させる動作である、
　請求項１１に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　当該画像形成装置は、吸引回復手段を備えており、
　前記回復処理は、前記吸引回復手段が、印刷を停止して吸引回復動作を実行することで
前記ノズルもしくは前記圧力室の状態を回復させる動作である、
　請求項１１に記載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記回復処理の動作が選択可能である、
　請求項１１～１３のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　ノズル、該ノズルに連通して液体を収容する圧力室、及び該圧力室と対向するように配
置された圧電素子を備える、液滴吐出ヘッドの異常吐出検出方法であって、
　前記圧電素子を駆動する、基準電位から電位が変化する駆動波形を生成する駆動波形生
成ステップと、
　前記圧電素子の駆動後に前記圧力室内に発生する残留振動波形の電位と、駆動波形の前
記基準電位より高い閾値との大小関係を検出する検出ステップと、
　前記検出した大小関係に基づいて前記ノズルもしくは前記圧力室が異常状態かどうかを
判定する状態判定ステップと、を有し、
　前記状態判定ステップでは、前記圧電素子を圧縮または伸長させる駆動を行った後から
、前記ノズルのメニスカス固有振動周期未満の期間後の検出時刻に、前記検出ステップで
検出した前記残留振動波形の電位を読み込み、前記ノズルの状態を判定する
　液滴吐出ヘッドの異常吐出検出方法。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の異常吐出検出方法を、コンピュータに実行させる、
　プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液滴吐出装置、画像形成装置、液滴吐出ヘッドの異常吐出検出方法、及びプ
ログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェットプリンタは、インク滴（液滴）を吐出するノズルと、ノズルに連通する
圧力室と、圧力室内のインクを加圧する圧電素子等を有するインクジェット記録ヘッドに
より、記録媒体（紙、金属、木材、セラミックス等）に所望の文字、図形、等を形成する
。
【０００３】
　インクジェットプリンタの記録ヘッドには、多数のノズルが設けられているが、ノズル
の乾燥や圧力室内のインクの増粘、圧力室内への気泡混入によって、いくつかのノズルが
目詰まりしてインク滴を吐出できない場合、印刷画像にドット抜けが生じ、画質を劣化さ
せる原因となる。
【０００４】
　特に駆動波形を連続して記録ヘッドに印加し、高速に画像形成できる大型の連帳インク
ジェットプリンタでは、ノズル詰まりによる画質劣化が発生し、印刷物が所望の印刷品質
を満たさなくなると、再度の印刷が必要となり、生産性に大きな影響を及ぼす。
【０００５】
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　ノズル詰まりを検知できる技術として残留振動検知技術が知られる。残留振動検知技術
は、インク滴吐出後にノズル表面（以下、メニスカス）の振動が圧電素子へ伝搬し、発生
する逆起電圧の振動パターンの変化によってノズル状態を検知する技術である。
【０００６】
　残留振動検知技術を利用する例として、残留振動波形の周期をパラメータとしてノズル
詰まり状態を検出する方法が知られている（特許文献１参照）。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ここで、上記特許文献１では、残留振動波形の周期を算出するために、駆動波形よりも
、波形長の長い専用の検査波形を用いている。
【０００８】
　しかし、記録ヘッドに印加する検査波形が長くなるほど、印刷の速度が低下するため、
所定の速度以下で異常吐出を検査することになる。従って、印刷中に、長い検査波形を印
加して異常吐出の検出を行うと、生産性が落ちてしまう。さらに、駆動波形が連続するよ
うな高速の印刷速度ではノズル詰まりを検出できなかった。
【０００９】
　そこで、本発明は上記事情に鑑み、上記課題を解決した、生産性を維持しながら異常吐
出を検出する、液滴吐出装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明の一態様では、ノズル、該ノズルに連通して液体を収
容する圧力室、及び該圧力室と対向するように配置された圧電素子を備える、液滴吐出ヘ
ッドと、前記圧電素子を駆動する、基準電位から電位が変化する駆動波形を生成する駆動
波形生成部と、前記圧電素子の駆動後に前記圧力室内に発生する残留振動波形の電位と、
前記駆動波形の前記基準電位より高い第１の閾値との大小関係を検出する検出部と、前記
検出した大小関係に基づいて前記ノズルもしくは前記圧力室が異常状態かどうかを判定す
る状態判定部と、を備え、前記状態判定部は、前記圧電素子を圧縮または伸長させる駆動
を行った後から、前記ノズルのメニスカス固有振動周期未満の期間後の検出時刻に、前記
検出部が検出した前記残留振動波形の電位を読み込み、前記ノズルの状態を判定する、液
滴吐出装置、を提供する。
【発明の効果】
【００１１】
　一態様によれば、液滴吐出装置において、生産性を維持しながら異常吐出を検出するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態に係るインクジェット記録装置を例示する図である。
【図２】実施形態に係る液滴吐出装置を例示する側面図である。
【図３】実施形態に係る記録ヘッドをラインヘッド構成で配置した一例を示す概略図であ
る。
【図４】図３の記録ヘッドの拡大底面図である。
【図５】実施形態に係るインクジェット記録ヘッドを例示する斜視図である。
【図６】圧電素子に印加する駆動波形の一例である。
【図７】圧力室におけるインク吐出及び残留振動を示す動作概念図である。
【図８】図７の駆動波形印加期間及び残留振動波形発生期間を例示する図である。
【図９】第１の実施形態に係る、記録ヘッドと駆動制御基板とを含む液滴吐出装置を例示
するブロック図である。
【図１０】検出部の一の構成例について説明する回路図である。
【図１１】検出部の別の構成例について説明する回路図である。
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【図１２】記録ヘッドに設けられる検出部の検出方法に関する説明図である。
【図１３】本発明の一実施例で用いるノズル状態の判定図である。
【図１４】ノズル状態毎に電位差が発生する原理を説明した図である。
【図１５】専用波形を使用せず、生産性を落とすことなくノズル状態を検出できる理由を
説明した図である。
【図１６】本発明の一実施例におけるインクジェット記録装置の全体制御を示したフロー
チャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面及び表を参照して発明を実施するための形態について説明する。各図面にお
いて、同一構成部分には同一符号を付し、重複した説明を省略する場合がある。
【００１４】
　＜インクジェット記録装置＞
　図１は、本実施の形態に係るオンデマンド方式におけるライン走査型のインクジェット
記録装置の一例を示す概略構成図である。図１において、印刷システム１０００は、イン
クジェット記録装置１と、記録媒体供給部２００と、記録媒体回収部３００とを有する。
【００１５】
　インクジェット記録装置１は規制ガイド３、インフィード部４、ダンサローラ５、ＥＰ
Ｃ６、蛇行量検出器７、インクジェット記録モジュール８、プラテン９、維持・回復モジ
ュール２、乾燥モジュール１０、アウトフィード部１１、及びプラー１２を有している。
【００１６】
　規制ガイド３は記録媒体Ｓの幅方向の位置決めを行う。インフィード部４は記録媒体Ｓ
の張力を一定に保つ駆動ローラと従動ローラからなる。ダンサローラ５は記録媒体Ｓの張
力に応じて上下し位置信号を出力する。ＥＰＣ（Edge　Position　Controller）６は、記
録媒体Ｓの端部の位置を制御する。プラテン９は、インクジェット記録モジュール８と対
向して設けられている。アウトフィード部１１は、記録媒体Ｓを設定された速度で駆動さ
せる駆動ローラと従動ローラで構成される。プラー１２は記録媒体Ｓを装置外に排紙する
駆動ローラと従動ローラで構成される。
【００１７】
　インクジェット記録モジュール８はノズル１６（印字ノズル、吐出口）（図４参照）を
印刷幅全域に配置したラインヘッドを有している。カラー印刷はブラック、シアン、マゼ
ンダ、イエローの各ラインヘッドにより行われる。印刷の際、各ラインヘッドのノズル面
はプラテン９上に所定の隙間を保って支持されている。インクジェット記録モジュール８
が記録媒体Ｓの搬送速度に応じてインクを吐出することで、記録媒体Ｓ上にカラー画像を
形成する。
【００１８】
　維持・回復モジュール（維持回復手段）２は、インクジェット記録装置（画像形成装置
）１に搭載されるインクジェット記録モジュール８に、適切な維持・回復動作を施し、イ
ンクジェット記録ヘッドの吐出性能を回復させる。
【００１９】
　なお、インクジェット記録装置１の筐体には、ユーザーが情報を入出力可能な、ユーザ
ーインターフェース（操作部）として機能する、操作パネル９１が設置されている。
【００２０】
　尚、インクジェット記録装置１として、ライン走査型を用いることで高速な画像形成が
可能となる。
【００２１】
　＜インクジェット記録モジュールの概要＞
　図２は、インクジェット記録モジュール８の構成を示す側面図である。図２に示すよう
に、インクジェット記録モジュール８は、主に、駆動制御基板１８と、インクジェット記
録ヘッド１５と、接続部５０とを有している。
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【００２２】
　駆動制御基板１８には、図９に示す制御部８１、駆動波形生成部８２、及び記憶手段８
３が搭載されている。
【００２３】
　接続部５０において、ケーブル５１は、駆動制御基板側コネクタ５２と、ヘッド側コネ
クタ５３が取り付けられており、駆動制御基板１８と、記録ヘッド１５に搭載されるヘッ
ド基板６０間のアナログ信号及びデジタル信号通信を担う。
【００２４】
　記録ヘッド（インクジェット記録ヘッド部、圧電型液滴吐出ヘッドともいう）１５は制
御駆動部として、ヘッド基板６０、状態検出基板４０、及び圧電素子支持基板（ヘッド駆
動ＩＣ基板）３２を備えている。さらに、記録ヘッド１５は、インク吐出を行う構成とし
て、図５に示すように複数のプレートが積層されている。
【００２５】
　記録ヘッド１５には、圧電素子３１を収容する剛性プレート２８と、ノズル１６や圧力
室（個別圧力室、液室）２０（図５参照）が形成された流路板３６とが設けられている。
また、インクを収容しているインクタンク７０は圧電素子支持基板３２近傍であって記録
ヘッド１５内に設けられている。
【００２６】
　尚、ライン走査型インクジェット記録装置１では、記録ヘッド１５が、記録媒体Ｓの搬
送方向の垂直方向である図２の奥行き方向（若しくは、手前方向）に、記録ヘッド１５を
並べたラインヘッド構成である。
【００２７】
　ただし本発明は、上記ライン走査型構成に限定しない。１つ若しくは複数の記録ヘッド
１５を、記録媒体Ｓの搬送方向の垂直方向である本紙面の奥行き方向（若しくは、手前方
向）に移動しながら、記録媒体Ｓを搬送方向に搬送し、画像を形成するシリアル走査型プ
リンタや、その他の液滴吐出装置等を用いてもよい。
【００２８】
　＜インクジェット記録ヘッド＞
　図３は、記録ヘッド１５をラインヘッド構成で配置した概略図である。図３に示した記
録ヘッド１５は、４つのヘッドアレイ１４Ｋ、１４Ｃ、１４Ｍ、及び１４Ｙの集合体によ
り構成されている。ブラック用ヘッドアレイ１４Ｋはブラックのインク滴を吐出し、シア
ン用ヘッドアレイ１４Ｃはシアンのインク滴を吐出し、マゼンダ用ヘッドアレイ１４Ｍは
マゼンダのインク滴を吐出し、イエロー用ヘッドアレイ１４Ｙはイエローのインク滴を吐
出する。
【００２９】
　各ヘッドアレイ１４Ｋ、１４Ｃ、１４Ｍ、及び１４Ｙは、用紙等の記録媒体Ｓの搬送方
向（矢印方向）と直交する方向に延びている。このようにヘッドをアレイ化することによ
り広域な印刷領域幅を確保している。
【００３０】
　図４は、図３の記録ヘッド１５の底面の拡大図である。記録ヘッド１５のノズル面（底
面）１７には多数のノズル１６が千鳥状に配列されており、本実施形態ではノズル１６を
２列各６４個千鳥状に配列している。このように多数のノズル１６を千鳥配列することで
、高解像度に対応できる。
【００３１】
　図５は、記録ヘッド１５の構成斜視図である。記録ヘッド１５は、ノズルプレート１９
、圧力室プレート２１、リストリクタプレート２３、ダイアフラムプレート２６、剛性プ
レート２８ならびに圧電素子群３５を主に有している。
【００３２】
　流路板３６は、ノズルプレート１９と、圧力室プレート２１と、リストリクタプレート
２３と、ダイアフラムプレート２６とを順次重ねて位置決めして接合することにより構成



(7) JP 6816396 B2 2021.1.20

10

20

30

40

50

される。
【００３３】
　ノズルプレート１９には多数個のノズル１６が千鳥状に配列、形成されている。圧力室
プレート２１には、各ノズル１６に対応する圧力室２０が形成されている。リストリクタ
プレート２３には、共通インク流路２７と（個別）圧力室２０を連通して圧力室２０への
インク流量を制御するリストリクタ２２が形成されている。ダイアフラムプレート２６に
は、振動板２４とフィルタ２５が設けられている。
【００３４】
　この流路板３６を剛性プレート２８に接合して、フィルタ２５を共通インク流路２７の
開口部と対向させる。インク導入パイプ３０の上側開口端は、剛性プレート２８の共通イ
ンク流路２７に接続され、インク導入パイプ３０の下側開口端は、インクを充填したイン
クタンク７０（図２参照）に接続される。
【００３５】
　圧電素子支持基板３２は、圧電素子駆動ＩＣ（ヘッド駆動ＩＣ）３３が搭載され、圧電
素子３１を支持している。圧電素子駆動ＩＣ３３には電極パッド（圧電パッド）３４が接
続され、圧電素子駆動ＩＣ３３が発生した駆動波形が、電極パッド３４を介して圧電素子
３１へと印加される（図７）参照）。
【００３６】
　圧電素子３１を多数個配列して構成した圧電素子群３５が、剛性プレート２８に装着さ
れる。剛性プレート２８の開口部２９へ圧電素子群３５を挿入し、各圧電素子３１の自由
端を振動板２４に接着固定することにより、記録ヘッド１５が構成される。
【００３７】
　なお、図５では、図面の簡略化のため、ノズル１６、圧力室２０、リストリクタ２２、
圧電素子３１、等を実際より少ない個数で図示している。
【００３８】
　＜残留振動の検知＞
　図６は圧電素子に印加する駆動波形図である。駆動波形は、所定の基準電位Ｖｓを保持
する第１の基準電位保持波形と、圧電素子を収縮するＰＵＬＬ波形と、収縮状態を保持す
るＨＯＬＤ波形と、圧電素子を伸長するＰＵＳＨ波形と、第２の基準電位保持波形とから
なる。
【００３９】
　図７は、圧力室におけるインク吐出及び残留振動を示す動作概念図である。図７（ａ）
は圧力室膨張時（図６のＥ）、図７（ｂ）は圧力室収縮時（図６のＣ）、図７（ｃ）は、
第２の基準電圧（電位）保持期間Ｒ２の後であって、インク吐出後の圧力室２０内に発生
する圧力変化を示す。
【００４０】
　図７（ａ）及び図７（ｂ）に示すインク吐出時では、駆動制御基板１８から伝送される
画像データに応じて、前記圧電素子駆動ＩＣ３３内のアナログＳＷ（スイッチ）３７をＯ
Ｎ／ＯＦＦし、図６の駆動波形が電極パッド３４に印加される。
【００４１】
　駆動波形に基づいた圧電素子３１の伸縮力が、圧力室２０の弾性壁を形成する振動板２
４を介して圧力室２０の体積が膨張、収縮し、圧力室２０内の圧力を変化させることで、
ノズル１６方向の圧力を発生させ（加圧して）インク（液体Ｌ）を吐出させる。
【００４２】
　詳しくは、図６のＰＵＬＬ波形は基準電圧Ｖｓから電圧を立ち下げる立ち下がり波形要
素であり、立ち下がり波形要素を圧電素子３１へ印加している期間、図７（ａ）のように
圧電素子３１を圧縮させ振動板２４を介して圧力室２０を膨張させて減圧する、圧力室膨
張期間Ｅとなる。
【００４３】
　図６のＨＯＬＤ波形では、立ち下がった電位を保持する保持波形要素であり、保持波形
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要素を圧電素子３１へ印加している期間、インクが供給路（インク導入パイプ）３０から
圧力室２０内へ供給される。
【００４４】
　図６のＰＵＳＨ波形は保持された電圧から基準電位Ｖｓまで電圧を立ち上げる立ち上が
り波形であり、立ち上がり波形要素を圧電素子３１へ印加している期間、図７（ｂ）のよ
うに圧電素子３１を伸長させ振動板２４を介して圧力室２０を収縮させて加圧する、圧力
室収縮期間Ｃとなる。
【００４５】
　所定の基準電位（保持波形要素）Ｖｓを保持する第１の基準電位保持波形、及び第２の
基準電位保持波形を圧電素子３１へ印加する（図６）と、基準電圧保持期間Ｒ１、Ｒ２で
は、電極パッド３４から圧電素子３１に対して基準電位が印加され、振動板２４が略水平
状態になる。
【００４６】
　図７（ｃ）のインク吐出後に、図６基準電圧保持期間Ｒ２の後で、後述するように圧電
素子３１への駆動波形を印加するアナログＳＷ３７がＯＦＦされるため、圧電素子３１、
振動板２４は駆動波形によって制御されなくなる。よって、インクを吐出した後にインク
のメニスカス（表面）の残留振動が波として圧力室２０内を伝搬し、振動板２４を介して
圧電素子３１に伝わることで、残留振動電圧が電極パッド３４に誘起される。
【００４７】
　このように、電極パッド３４に誘起された残留振動電圧変化（即ち、所定の検出時刻に
おける電位）を検知することにて、ノズル状態（ノズル内のインクの状態）を把握するこ
とができる。
【００４８】
　図８は、図７の駆動波形印加期間及び残留振動波形発生期間を例示する図である。
【００４９】
　図８の駆動波形印加期間は、図７（ａ）の示すように駆動波形のＰＵＬＬ波形（立ち下
がり波形要素）により圧電素子３１を収縮した後、図７（ｂ）に示すようにＰＵＳＨ波形
（立ち上がり波形要素）により伸長することで、インク滴を吐出する動作に対応する。
【００５０】
　図８の残留振動波形発生期間は、図７（ｃ）の動作に対応する。残留振動波形は、アナ
ログＳＷ３７（図１０参照）をＯＦＦした時刻に発生し、残留圧力波が振動板２４を介し
て、圧電素子３１に伝播する減衰振動波形となる。
【００５１】
　＜インクジェット記録モジュールの構成＞
　図９は、第１の実施形態に係る、記録ヘッド１５と駆動制御基板１８とを含む液滴吐出
装置（インクジェット記録モジュール８）の駆動系を例示するブロック図である。
【００５２】
　駆動制御基板１８は、制御部（駆動制御部）８１と、駆動波形生成部８２と、記憶手段
８３とを備える。記憶手段８３は、装置全体の制御を司る主制御部９０から送信された画
像データを記憶する。制御部８１は、画像データを元にタイミング制御信号と駆動波形デ
ータを生成する。駆動波形生成部８２は、生成された駆動波形データをＤ／Ａ変換し、電
圧増幅、電流増幅して駆動波形を生成する。
【００５３】
　駆動制御基板１８の制御部８１で生成されたタイミング制御信号等のデジタル信号は、
シリアル通信で記録ヘッド１５に伝送し、ヘッド基板６０上のヘッド制御部６１（タイミ
ング制御信号）によってデシリアライズされ、圧電素子駆動ＩＣ３３に入力される。
【００５４】
　駆動波形生成部８２によって生成された駆動波形は、圧電素子駆動ＩＣ３３内のアナロ
グＳＷ３７（図１０参照）のＯＮ／ＯＦＦに基づいて、圧電素子３１に入力される。
【００５５】
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　状態検出基板４０には、ノズル状態に応じて発生した残留振動波形の電位を検出し、閾
値と比較する検出部４１が搭載される。
【００５６】
　図９の例では状態判定部６３が、インクジェット記録ヘッド１５側のヘッド基板６０の
ヘッド制御部６１に搭載される例を示したが、状態判定部６３は、駆動制御基板１８側へ
搭載されてもよい。
【００５７】
　ヘッド制御部６１又は制御部８１に搭載される状態判定部６３は、検出部４１の検出結
果（検出した大小関係）から、ノズル及び圧力室の状態（異常状態かどうか）を判定し、
印刷を継続するか、或いは印刷を停止して回復手段へ移行するかを判断する。
【００５８】
　詳しくは、ノズルもしくは圧力室の異常状態は、乾燥・増粘状態（ノズルの乾燥状態も
しくは圧力室内インクの増粘状態）と、圧力室内の気泡混入状態とを含む。
【００５９】
　乾燥・増粘状態とは、印刷を連続的に実施する際に圧力室内のインクの表面がノズルの
開口部を介して外気に触れていることで、ノズルのインク表面が部分的に増粘し（部分的
に固まっている状態を含む）乾燥状態と、連続駆動による周囲温湿度の変化により自己発
熱等の影響で、圧力室内で溶媒が蒸発し圧力室内のインクの粘度が全体的に増大する増粘
状態とを含む。
【００６０】
　また、吐出動作において、インクのメニスカスがノズル内へ引き戻される際に気泡を巻
き込むことで、圧力室内へ気泡が混入する気泡混入状態となる。
【００６１】
　異常状態になると、インクの吐出速度がノズル毎に変動し、濃度ムラやスジ、色変化と
いった異常画像を引き起こし、更には、インクの増粘が進むと、増粘インクがノズルに詰
まり（吐出不良）、画像形成領域にドット抜け（画素の欠損）が生じてしまうおそれがあ
る。従って、状態判定部６３は、ノズル及び圧力室の状態を判定し、異常状態の場合は、
ノズル及び圧力室に適切な維持・回復動作を施すように判断する。
【００６２】
　なお、駆動制御基板１８には制御の上位装置である主制御部９０が接続されており、主
制御部９０には、操作パネル９１や維持回復手段２が接続されている。
【００６３】
　上記状態判定部６３が判定した、印刷継続又は印刷停止、回復処理の実行等の情報は制
御部８１を介して主制御部９０へ送られる。主制御部９０は印刷継続又は印刷停止を実行
し、主制御部９０からの指示により、維持回復手段２による回復動作が実行される。
【００６４】
　あるいは、状態判定部６３が判定したノズルの状態もしくは圧力室の状態（正常状態、
乾燥・増粘状態（ノズルの乾燥状態もしくは圧力室内インクの増粘状態）、圧力室の気泡
混入状態）等の情報が制御部８１を介して主制御部９０へ送られた後、操作パネル９１上
に表示してユーザーに報告してもよい。この場合、ユーザーが印刷継続又は印刷停止を選
択し、回復処理の実行有無を設定可能にする。
【００６５】
　ユーザーに問い合わせることで、異常画像を許容して印刷継続か，許容せずに停止する
かのユーザーの意思を反映できる。なお、ユーザーの意思の反映させる媒体は、操作パネ
ル９１に限られず、主制御部９０や主制御部９０に接続される外部のコンピュータ等によ
り、情報を入力してもよい。
【００６６】
　（検出部の構成例１）
　図１０は、検出部の一の構成例について説明する回路図である。検出部４１は、１つの
比較検出部４２と、切替部４５とで構成される。
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【００６７】
　比較検出部４２は、基準電位Ｖｓより高い電位である第１の閾値Ｖｔｈ１を比較電位と
する第１の比較手段４３と、基準電位Ｖｓより低い電位である第２の閾値Ｖｔｈ２を比較
電位とする第２の比較手段４４とを備えている。切替部４５は、検知対象（検査対象）と
なる各圧電素子３１を切り替える。
【００６８】
　例えば、比較手段４３，４４はコンパレータ、切替部４５はマルチプレクサによって構
成される。
【００６９】
　図１０、１１のように、検出部に比較手段を２つ設ける場合、検出した電圧Ｖｒｓと第
１の閾値Ｖｔｈ１との比較と、検出した電圧Ｖｒｓと第２の閾値Ｖｔｈ２との比較が実行
でき、ノズルもしくは圧力室の異常状態を乾燥・増粘状態と、気泡混入状態とで切り分け
ることが可能になる。
【００７０】
　ここで、アナログＳＷ３７をＯＦＦした直後、及び、切り替えスイッチとして機能する
切替部４５の入力先を切り替えた直後は、スイッチングノイズが残留振動波形に重畳し、
ノズル状態と電位差の相関がノイズの影響を受けやすい。よって、ノイズによる誤検出を
防止し、より正確に電圧値を比較するために、所定時間を検出対象から除外すると好適で
ある。
【００７１】
　所定期間を検査対象外にするため、検出部４１の後段の状態判定部６３において、ヘッ
ド制御部６１のタイミング制御部（制御部）６２からタイミングが制御されて、検出した
比較結果の読み込みタイミングを制御することで電圧を所定期間マスクする。
【００７２】
　あるいは、切替部４５が、アナログＳＷ３７をＯＦＦした後から検出時刻まで所定期間
、比較検出部４２を検出対象となる圧電素子３１と接続しないことで切替部４５が電圧を
マスクしてもよい。
【００７３】
　更に、検出部４１は比較手段４３，４４の代わりにＡＤコンバータを用いて電位を変換
する構成でも良い。
【００７４】
　従って、本発明の検出部は、比較部のみ必要なので、ノイズ成分を除去する、ハイパス
フィルタやローパスフィルタ、或いは振幅を調整する、負帰還型アンプ、ボルテージフォ
ロワやカウンタによって構成される波形整形部が不要になる。
【００７５】
　よって、残留振動を検知とする検出部において、回路コストや、及び基板面積を抑制す
ることが可能になる。
【００７６】
　なお、本構成例において、複数のノズルに対応する圧電素子に対して、切替手段によっ
て検出対象を切り替えながら、共通する検出部を用いて、残留振動を検出している。よっ
て、液滴吐出装置において、回路数を削減できる。
【００７７】
　（検出部の構成例２）
図１１は、検出部の別の構成例について説明する回路図である。
【００７８】
　上述の図１０では検出部４１は切替部４５を含んでいる構成例を説明したが、切替部は
検出部に含まれていなくてもよく、図１１に示すように、各圧電素子３１ａ～３１ｘそれ
ぞれに対し、比較検出部４２ａ～４２ｘを設ける構成でも構わない。
【００７９】
　本構成例では、アナログＳＷ３７ａ～３７ｘのスイッチングノイズによる誤検出を防止
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するために、タイミング制御部６２からタイミング制御される状態判定部６３が、検出部
４１Ａで検出した比較結果の電圧を所定期間マスクし、該所定期間を検査対象外にする。
【００８０】
　本構成例では、検出部は、複数の圧電素子と、夫々対応するように同数設けられている
。よって、複数の圧電素子の残留振動を同時に検出することができ、より高速で検出する
ことが可能になる。
【００８１】
　このように、検出部は、回路規模及び用途に応じて、構成（構成例１、構成例２）を適
宜選択すると好適である。
【００８２】
　＜異常吐出の検出方法＞
　図１２は、記録ヘッドに設けられる検出部の検出方法に関する説明図である。図１２に
示す測定結果によると、駆動波形を印加し、アナログＳＷ３７をＯＦＦした後、検出する
タイミングを適切に設定することで、ノズル及び圧力室の正常吐出状態、乾燥・増粘状態
（ノズル表面の乾燥もしくは圧力室内の液体の増粘状態）、並びにノズルに連通する圧力
室の気泡混入状態の３状態に於いて図１２に示す電位差が生じる。
【００８３】
　ここで、正常吐出状態における残留振動の周波数は、圧力室２０の固有振動周波数ｆｃ
と略等しい。メニスカス固有振動周期はノズル径、圧力室体積、圧力室構成部材等によっ
て、ノズル毎に一意に決まる。
【００８４】
　図１２において、Ｖｓは基準電位、Ｖｔｈ１は基準電位Ｖｓよりも大きい電圧である第
１の閾値、Ｖｔｈ２は基準電位Ｖｓよりも小さい電圧である第２の閾値を示す。
【００８５】
　図１３にノズル状態の判定図を示す。検出部４１では、ノズル状態の判定に、図１２に
示す電位差を利用する。
【００８６】
　一例として、基準電位Ｖｓより高い電位である第１の閾値Ｖｔｈ１と、基準電位Ｖｓよ
り低い電位である第２の閾値Ｖｔｈ２を設定しておく。アナログＳＷ３７をＯＦＦした時
刻から所定の期間をマスクした後の検出時刻に於いて、検出した残留振動波形の電位Ｖｒ
ｓと、第１の閾値Ｖｔｈ１及び第２の閾値Ｖｔｈ２との大小関係の組み合わせから、ノズ
ル状態を検出（判定）する。
【００８７】
　ここで、アナログＳＷ３７をＯＦＦした直後は、スイッチングノイズが残留振動波形に
重畳し、ノズルの状態を示す電位差がノイズの影響を受けやすい。よって、ノイズによる
誤検出を防止し、より正確に電圧値を比較するために、所定時間を検出対象から除外する
（マスクする）。
【００８８】
　なお、マスクする期間は、ノズルのメニスカス固有振動周期Ｔｃ未満でよい。マスクす
る期間と、連続駆動との関係は図１５を用いて後述する。
【００８９】
　ここで、図１２の検出時刻に於ける残留振動波形の電位Ｖｒｓと残留振動の検出電圧Ｖ
ｒｓとＶｔｈ１，Ｖｔｈ２との比較でノズル状態を判定している。
【００９０】
　つまり、検出電圧Ｖｒｓが第１の閾値Ｖｔｈよりも大きいとき（Ｖｔｈ１＜Ｖｒｓ）は
、ノズル及び圧力室は正常吐出状態である。検出電圧Ｖｒｓが第２の閾値Ｖｔｈ２よりも
大きく第１の閾値Ｖｔｈ１以下であるとき（Ｖｔｈ２＜Ｖｒｓ≦Ｖｔｈ１）は、乾燥・増
粘状態であって、ノズル表面は乾燥している（液体の表面が部分的に増粘又は固まってい
る）か、圧力室内の液体が全体的に増粘している。検出電圧Ｖｒｓが第２の閾値Ｖｔｈ２
以下であるとき（Ｖｒｓ≦Ｖｔｈ２）は、ノズルに連通している圧力室は気泡混入状態で
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ある。
【００９１】
　なお、ここで説明する所定の範囲における閾値の値を含む（以上、以下）、含まない（
よりも大きい、よりも小さい）は一例であって、夫々の範囲における閾値の含有の有無は
、適宜変更してもよい。
【００９２】
　上述のように第１の閾値Ｖｔｈ１及び第２の閾値Ｖｔｈ２の２つの閾値を用いて判定す
ると、異常状態を乾燥・増粘状態（ノズルの乾燥もしくは圧力室内インクの増粘状態）と
圧力室の気泡混入状態とで切り分けることが可能になり、回復動作の種類が適切に選択で
きるという利点がある。
【００９３】
　一方、乾燥・増粘状態と気泡混入状態を、何らかの異常状態として同一に認識する場合
、比較する閾値を第１の閾値Ｖｔｈ１のみとし、検出電圧Ｖｒｓと第１の閾値Ｖｔｈ１と
の比較によって、ノズル及び圧力室の正常吐出状態と異常状態を切り分ける判定方法でも
構わない。
【００９４】
　この場合、上述の検出部の図１０、図１１に備えられる検出部に設けられる比較部は１
つで良く、あるいは切替部が不要となるため、更なる回路コスト増大、及び基板面積増大
の抑制効果がある。
【００９５】
　よって、検出部は、回路規模及び用途に応じて、設定する閾値の数を適宜選択すると好
適である。
【００９６】
　次に、図１４を用いて、ノズル状態毎に電位差が発生する原理について説明する。図１
４（ａ）は正常吐出状態、図１４（ｂ）は乾燥・増粘状態、図１４（ｃ）は気泡混入状態
の模式図である。
【００９７】
　図１４（ａ）に示す正常吐出状態では、インク滴（液滴）を吐出した後であるため、メ
ニスカスの残留振動は大きい。また、圧力室２０内は吐出前より吐出した液滴分だけ体積
が小さいため、圧電素子３１はノズル１６方向に伸長した状態となる。
【００９８】
　つまり、駆動波形の基準電位Ｖｓより高い電位を振動中心とした、振幅の大きい残留振
動波形が電極パッド３４で観測される。
【００９９】
　インク吐出後、圧力室２０にはインクが供給されるが、残留振動周期より十分に長い時
間をかけて供給されるため、検出時刻に於いては、まだ圧力室２０内のインクが少ないた
め、残留振動波形の振動中心は基準電位Ｖｓより高い電位を保持する。
【０１００】
　図１４（ｂ）に示すように、ノズル１６の表面が乾燥している（インクの表面が部分的
に増粘している又は固まっている）、または圧力室２０内のインクが全体的に増粘してい
ると、メニスカスの残留振動は小さい。このとき、インクは吐出されていないので、圧力
室２０の体積は変わらない。つまり、乾燥・増粘状態では、基準電位Ｖｓを振動中心とし
た、振幅の小さい残留振動波形が電極パッド３４で観測される。
【０１０１】
　図１４（ｃ）は圧力室２０内に気泡が混入しているため、気泡体積分だけ、圧力室２０
内の体積が大きくなり、圧電素子３１がノズル１６とは逆方向に収縮した状態となる。つ
まり、気泡混入状態では、基準電位Ｖｓより低い電位を振動中心とした残留振動波形が電
極パッド３４で観測される。
【０１０２】
　なお、図１４（ｂ）、１４（ｃ）のように異常状態であると判定されるとき、維持回復
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動作として、例えば、フラッシング動作、吸引動作等を施す。
【０１０３】
　例えば、フラッシング動作（空吐出動作）は、維持回復手段２を用いず、通常の駆動波
形よりも大きい駆動波形（回復波形）を、インクジェット記録モジュール８の圧電素子へ
印加する。この動作により、図１４（ｂ）のように乾燥した（粘度が増大した）インクを
ノズル１６から排出させることができる。この回復動作は、印刷中においてもすぐに実施
できる。
【０１０４】
　吸引動作は、維持回復手段（吸引回復手段）２に設けられるノズルキャップ、チューブ
、チューブポンプ、及び排インクカートリッジ等を用いることにより、圧力室２０内のイ
ンクを、ノズルキャップを介して吸引し、チューブを介して排インクカートリッジへと排
出する動作である。この動作により、図１４（ｃ）のように圧力室２０内に混入した気泡
（気体）を排出するとともに、図１４（ｂ）のように粘度が増大した（増粘）インクをノ
ズル１６から排出させることができる。この吸引動作による回復は、印刷動作を一時停止
して実施する。
【０１０５】
　ここで、本発明に於いて、専用波形を使用しなくても、高い生産性を維持しながらノズ
ル状態を検出できる理由について説明する。図１５は、専用波形を使用せず、生産性を落
とすことなくノズル及び圧力室の状態を検出できる理由を説明した図である。
【０１０６】
　駆動波形の印加単位は図６に示す、第１の基準電位保持波形と、ＰＵＬＬ波形と、ＨＯ
ＬＤ波形と、ＰＵＳＨ波形と、第２の基準電位保持波形とで構成される。
【０１０７】
　また、一般的に第１、第２の基準電位保持波形の時間Ｒ１，Ｒ２はそれぞれ、メニスカ
ス固有振動周期の１周期分より長く設定される。
【０１０８】
　本発明では、例えば連続する駆動波形をそれぞれ第１の駆動波形と第２の駆動波形とし
た時にノズル及び圧力室の状態を検出する時刻は、マスク後となる。マスク期間は、第１
の駆動波形の第２の基準電位保持波形印加中にアナログＳＷ３７をＯＦＦした時刻から、
メニスカス固有振動周期の１周期未満である。
【０１０９】
　ここで、メニスカス固有振動周期はノズル毎に一意的に決まるため、ヘッド内の複数の
ノズルでメニスカス固有振動周期が最短のものを想定して、マスク期間をその最短の周期
よりも短く設定する。
【０１１０】
　また、ノズル及び圧力室の状態の判定のための残留振動の検出は、上記の検出時刻にお
ける電位の比較により瞬時に実施できる。例えば、残留振動の周期や複数の振幅からの減
衰比を算出などのために用いられる所定期間の継続的な残留振動電圧の変化の検出が、本
発明の検出では不要になる。よって、同じノズルに対して、検出時刻における電位の検出
後に速やかに、次の駆動波形の印加へ移行することが可能となる。
【０１１１】
　従って、マスク期間後（終了後）、瞬時に電位の測定により残留振動の検出を完了する
ことによって、第２の駆動波形のアナログＳＷ３７のＯＮ時刻より早い時刻に検出できる
ため、第１の駆動波形印加後の残留振動の検出は、第２の駆動波形の印加に影響を与えな
い。
【０１１２】
　以上より、専用波形を使用せず、駆動波形が連続する印刷速度で、瞬時にノズル及び圧
力室の状態を検出できる。即ち、生産性を落とすことなく高生産で異常吐出を検出できる
。
【０１１３】
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　＜全体制御＞
　図１６は、本発明の一実施例におけるインクジェット記録装置の全体制御（印刷制御、
異常吐出検出方法）を示したフローチャートである。このような印刷フローは主制御部９
０や他のコンピュータ等のプログラムに記憶されて、実行されてもよい。
【０１１４】
　まず、印刷開始フローとして、ＳＴＡＲＴ（Ｓ２０１）後、初期化し（Ｓ２０２）、画
像や解像度、搬送速度、その他補正値等を設定する印刷設定（Ｓ２０３）をすることによ
って、印刷を開始する（Ｓ２０４）。
【０１１５】
　印刷中、ノズル及び圧力室の状態の判断のため、駆動波形生成部８２は駆動波形（吐出
用の駆動パルス）を印加する（Ｓ２０５）。
【０１１６】
　Ｓ２０５で駆動波形を印加した後に発生した残留振動の検出電圧Ｖｒｓが第１の閾値Ｖ
ｔｈよりも大きい（Ｖｔｈ１＜Ｖｒｓ）かどうかを、検出する。詳しくは電圧の比較によ
り検出部４１で大小関係を検出する。
【０１１７】
　状態判定部６３は、検出電圧Ｖｒｓが第１の閾値Ｖｔｈよりも大きいとき（Ｓ２０６，
Ｙｅｓ）、ノズル及び圧力室は正常吐出状態である（Ｓ２０７）と判定する。
【０１１８】
　制御部８１は印刷終了（Ｓ２０８）かどうかを判断し、"Ｎｏ"の場合は、印刷が継続さ
れているため、Ｓ２０５へ戻って、再び、駆動波形生成部８２から駆動波形を圧電素子３
１へ印加させる（Ｓ２０５）。
【０１１９】
　そして、再び、Ｓ２０５で駆動波形を印加した後に発生した、残留振動の検出電圧Ｖｒ
ｓが第１の閾値Ｖｔｈよりも大きいか（Ｖｔｈ１＜Ｖｒｓ）どうかを検出部４１が検出し
（Ｓ２０６）、ノズルもしくは圧力室が異常状態かどうかを判定する。
【０１２０】
　このように、正常吐出状態（Ｓ２０６でＹｅｓ）が続く場合は、印刷中、異常吐出を検
査するノズルの検査対象を変えながら、Ｓ２０５～Ｓ２０８を繰り返し、印刷終了（Ｓ２
０８，Ｙｅｓ）とともに終了する（ＥＮＤ，Ｓ２０９）。
【０１２１】
　Ｓ２０６に於いて、検出電圧Ｖｒｓが第１の閾値Ｖｔｈ以下（Ｖｔｈ１≧Ｖｒｓ）であ
れば（Ｎｏ）、ステップＳ２１０へ移行する。
【０１２２】
　ステップＳ２１０で、検出電圧Ｖｒｓが第２の閾値Ｖｔｈ２よりも大きく第１の閾値Ｖ
ｔｈ１以下であるか（Ｖｔｈ２＜Ｖｒｓ≦Ｖｔｈ１）どうかを、検出部４１が検出する。
【０１２３】
　状態判定部６３は、検出電圧Ｖｒｓが第２の閾値Ｖｔｈ２よりも大きく第１の閾値Ｖｔ
ｈ１以下であるとき（Ｖｔｈ２＜Ｖｒｓ≦Ｖｔｈ１）（Ｓ２１０で、Ｙｅｓ）、ノズル１
６もしくは圧力室２０が乾燥・増粘状態であると判定する（Ｓ２１１）。
【０１２４】
　乾燥・増粘状態であるとき、回復の１動作として非印字エリアであるページ間のタイミ
ングで回復波形を印加して空吐出を実施し、乾燥インク（局所的に増粘した（固まった）
インク）、又は全体的に増粘した増粘インクを吐き出すことでノズル１６をリフレッシュ
する（Ｓ２１２）。
【０１２５】
　ここで、回復波形とは、駆動波形よりも電圧振幅差が大きい波形であり、圧力室２０内
に急激な圧力変化を与えることで、ノズルもしくは圧力室内において、一部又は全体の粘
度が増大することで移動しづらく吐出しにくくなった乾燥インク又は増粘インクを吐き出
す（空吐出させる）作用を持つ。
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【０１２６】
　このような空吐出動作による回復（Ｓ２１２）は、印刷中でもすぐに実施できるため、
空吐出動作の実施後は、次の駆動波形を印加する（Ｓ２０５に戻る）。
【０１２７】
　一方、Ｓ２１０でＶｔｈ２＜Ｖｒｓ≦Ｖｔｈ１と判断されないとき（Ｎｏ）、検出電圧
Ｖｒｓが第２の閾値Ｖｔｈ２よりも小さい（Ｖｒｓ＜Ｖｔｈ２）ことになり、状態判定部
６３は、ノズル１６に連通する圧力室２０は気泡混入状態であると判定する（Ｓ２１３）
。
【０１２８】
　このとき、印刷を停止し（Ｓ２１４）、回復の１動作として各ノズルからインクを吸い
出す吸引回復動作（Ｓ２１５）を実施する。吸引回復動作とは、ノズル面１７に吸引器を
取り付け、圧力室２０内の乾燥インク、増粘インク、或いは気泡を吸い出す作用を持つ。
【０１２９】
　このような吸引動作による回復（Ｓ２１５）は、印刷動作を一時停止して実施するため
、吸引動作の実施後は、印刷設定（Ｓ２０３）に戻る。
【０１３０】
　また、ノズル及び圧力室が正常吐出状態か異常状態かの２つの状態のみを検出する場合
は、Ｓ２１０を省略し、Ｓ２０６が"Ｎｏ"であれば、何らかの回復処理へ移行してもよい
。
【０１３１】
　さらに、異常状態を検出した場合は、ユーザーにより回復処理（回復をするか否か、回
復処理の種類等）を選択可能となるように問合せを行ってもよい。
【０１３２】
　又、Ｓ２１４とＳ２１５を省略し、気泡混入状態検出後も印刷を停止せず、印刷動作を
継続した状態でＳ２０３に於いて気泡が混入した圧力室２０に連通するノズル１６をユー
ザーに報告し、ユーザーが印刷継続又は印刷停止を選択し、回復処理の実行有無を設定可
能にしてもよい。
【０１３３】
　以上、本発明の好ましい実施形態について詳述したが、本発明は係る特定の実施形態に
限定されるものではなく、特許請求の範囲に記載された本発明の実施形態の要旨の範囲内
において、種々の変形、変更が可能である。
【符号の説明】
【０１３４】
１　インクジェット記録装置（画像形成装置）
８　インクジェット記録モジュール（液滴吐出装置）
１５　記録ヘッド（インクジェット記録ヘッド部、液滴吐出ヘッド）
１６　ノズル（印字ノズル、吐出口）
１８　駆動制御基板
２０　圧力室（個別圧力発生室、個別液室）
３１　圧電素子
３２　圧電素子支持基板
３３　圧電素子駆動ＩＣ（ヘッド駆動ＩＣ）
３４　電極パッド
４０　状態検出基板
４１，４１Ａ　検出部
４２，４２ａ～４２ｘ　比較検出部
４３　第１の比較手段
４４　第２の比較手段
４５　切替手段
５０　接続部
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６０　ヘッド基板
６１　ヘッド制御部
６２　タイミング制御部（制御部）
６３　状態判定部
８１　制御部
８２　駆動波形生成部
８３　記憶手段
Ｓ　記録媒体
Ｌ　インク（液体）
Ｅ　圧力室膨張期間（立ち下がり波形、ＰＵＬＬ）
Ｃ　圧力室収縮期間（立ち上がり波形、ＰＵＳＨ）
Ｈ　立ち下がり電圧保持期間（ＨＯＬＤ）
Ｒ１　第１の基準電圧保持期間
Ｒ２　第２の基準電圧保持期間
Ｖｓ　基準電位
Ｖｔｈ１　第１の閾値
Ｖｔｈ２　第２の閾値
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１３５】
【特許文献１】特開２０１５－４７８０３号公報
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